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① 総合計画上の位置付けと事務事業の背景・目的と目標 

後

期

基

本

計

画 

施策の大綱 
Ⅲ学校教育・生涯学習の推

進 

事務事業の背景・目的 事務事業の目標 

・学習指導要領では「主体的・対話的で深い学び」

が求められ、児童生徒の学力向上を目指し、探

究的学習を推進する必要があります。また、変

化の激しい時代に児童生徒が生き抜く力を付け

る必要があります。 

・幼児児童生徒の多様性は年々増しており、国の

中央教育審議会でも多様性を包摂し、多様性を

開花させる教育の実現が課題とされています。

そのために外国籍や特別な配慮を必要とする幼

児児童生徒への教育を充実させます。 

・GIGAスクール構想により 1人 1台端末の効果的

な活用を推進し、「わかる授業」の展開を目指し

ます。 

・ALT を積極的に活用し、外国語教育を推進しま

す。 

・外国人児童生徒を支援するため、外国人支援員

の活用を図ります。 

・教育内容の充実を図るため、JOSO教員アカデミ

ーを始めとした研修の機会を確保します。 

施策の目標 
1学校教育を充実し、次世代

を育てる 

施策 1学校教育 

施策内容 教育内容の充実 

その他，根拠法令 

及び分野別計画等 

学校教育法、学習指導要領、

常総市教育大綱 

事務事業名 教育内容充実 

 

② アクティビティ（活動・事業）とアウトプット（結果） ③ インプット（投入） 

アクティビティ（活動・事業） アウトプット（結果） 

Ｒ７予算額 Ｒ７決算額 活動名・事業名 

（対象年） 
Ｒ７活動・事業内容 指標（単位） 

Ｒ７目標値 Ｒ８目標値 

Ｒ７実績値 Ｒ９目標値 

市 ICT推進委員会 

（Ｒ７・８・９） 

ICTを効果的に活用できるよう各学校で

推進する教員の研修を行います。 
年間実施回数 

２回 ３回 ０ 
千円 

０ 
千円 ２回 ３回 

外国語対応事業 

（Ｒ７・８・９） 

ALTを活用した外国語・英語授業を行

い、授業の充実を図ります。 

市内小中学校配置校

100% 

100% 100% 46,000 
千円 

46,000 
千円 100％ 100% 

外国語対応事業 

（Ｒ７・８・９） 

外国人児童生徒支援員を配置し、外国人

児童生徒が安心して学校生活を送れるよ

うにします。 

配置人数 
８人 ９人 14,075 

千円 
12,826 

千円 ８人 10人 

JOSO教員アカデミー 

（Ｒ７・８・９） 

教員の資質向上のために JOSO 教員アカデ

ミーを開催し、市独自での研修の機会を

設けます。 

参加人数 
延べ参加者 100人 延べ参加者 100人 

14 
千円 

５ 
千円 ８５人 延べ参加者 100人 

障がい児教育 

（Ｒ７・８・９） 

障害をもつ園児の保護者と就学相談を行

い、小学校において適切な学びの場で学

習ができるようにします。 

保護者（市民）との

相談 

３５人 ３５人 210 
千円 

161 
千円 ５５人 ３５人 

   
   

千円 
 

千円   

   
   

千円 
 

千円   

   
   

千円 
 

千円   

   
   

千円 
 

千円   

   
   

千円 
 

千円   

 

④ アウトカム（成果） ⑤ 点検・改善 

指標名 目標値 Ｒ７実績値 

 

業務の振り返り 改善の余地 

学校に行くのが楽しい

と思っている児童生徒 
９０％ ８５％ 

 教員の ICT スキルは向上しており、授業で

活用しながら児童生徒の探究的な学びにつな

げている。分かる授業を実践することにより、

学校に行くのが楽しくなる児童生徒や課題に

自ら取り組む児童生徒の割合を増加させた

い。 

 引き続き、学校訪問等の機会を生かして、教

員の授業改善の指導助言を行い、児童生徒が

楽しいと思える授業づくりに取り組む必要が

ある。 

☐コスト ☒活動 ☒成果 ☐その他 

今後の方向性 

自分で考え、自分から

課題解決に向けて取り

組んだ児童生徒 

８０％ ８０％ 

 ICT推進委員会の場において、各校の ICT活

用の好事例を取り上げ、横展開し、先生方の

ICT活用能力の向上を目指す。 

 また、教員アカデミーの内容を精選し、市内

の教職員の資質・能力の向上を目指した内容

となるように検討していく。 

 小学校における適切な学びの場を選択でき

るように、保護者や幼児との就学相談を引き

続き、実践していく。 

ICT を活用できる教員

の割合 
１００％ ９０％ 

   

   

 


